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個人、NPO、企業、学校等が行う環境保全等

の活動や環境経営の取組の中から、特に優れた取

組を表彰する「みえ環境大賞」の募集を行いまし

た。第４回となる平成27（2015）年度は25件の

応募があり、環境活動部門４件、環境経営部門２

件を表彰しました。

第４回受賞者

〔環境活動部門〕

・井上誠二（四日市市）

・シャープ株式会社三重工場（多気町）

・「竹の都・明和」農業生産研究会（明和町）

・株式会社松阪協働ファーム（松阪市）

〔環境経営部門〕

・愛知機械工業株式会社松阪工場（松阪市）

・シャープ株式会社亀山工場（亀山市）

環境影響評価制度、いわゆる環境アセスメン卜

は、開発事業等が環境に及ぼす影響について、事

業者が事前に調査・予測および評価を行って、そ

の結果を公表し、これに対する環境保全の見地か

らの知事、関係市町長、住民等の意見を聴いた上

で、事業者自らが環境配慮を行い、開発事業等を

実施することにより、自然環境・生活環境を保全

していくための制度です。

本県では、昭和54（1979）年に「環境影響評価

の実施に関する指導要綱」を制定して以来、この

制度により環境保全を進めてきましたが、平成9

（1997）年6月に環境影響評価法が制定されたこ

とに伴い、三重県の環境影響評価制度についても、

制度の充実・強化を図るため、平成10（1998）年

12月に三重県環境影響評価条例を制定し、平成

11（1999）年6月12日から全面施行しました。

また、平成23（2011）年と平成25（2013）年

に環境影響評価法が改正されたこと、三重県環境

影響評価条例の制定から16年以上が経過してい

ることをふまえ、平成28（2016）年３月22日、

条例の一部を改正しました。

① 平成23（2011）年法改正により導入された、

方法書要約書の作成、方法書説明会の開催、環

境影響評価図書等のインターネットの利用によ

る公表の各手続を、条例に基づく環境影響評価

手続にも導入しました。

② 福島第一原子力発電所の事故を受け、放射性

物質に関する適用除外規定を削除する法改正が

平成25（2013）年に行われたことをふまえ、

条例においても同様の適用除外規定を削除し、

放射性物質による環境影響も条例に基づく環境

影響評価手続における評価項目としました。

③ 近年、メガソーラー事業のため県内各地の森

林等において大規模な開発計画が進められてい

ることをふまえ、従来の条例に基づく環境影響

評価手続の規模要件未満の造成事業についても

一定の環境配慮がなされるように、一部の「対

象事業」の規模要件の1／2以上の規模の事業

を「準対象事業」とし、文献調査などの簡易な

調査方法による環境影響評価（簡易的環境アセ

スメント）手続を導入しました。

なお、条例に基づく手続きの体系は、図3-4-1

に示すとおりです。

要綱施行も含め、平成27（2015）年度末まで

に評価書作成までの一連の手続きが終了したもの

は142件です。

平成27（2015）年度は、２件の事業（道路、風

力発電所）の配慮書、４件の事業（用地造成、火力

発電所、廃棄物焼却施設、道路）の方法書につい

て、地域および事業の特性を考慮し、大気環境や

水環境の保全、希少動植物の保護と生態系の保全

等について配慮するよう三重県環境影響評価委員

会の答申を受けて、知事意見を述べました。

環境影響評価手続であらかじめ調査・予測・評

価を行った内容について、事業者自らが実際の影

響を調査し、また、影響が大きい場合にどのよう

に対処を行ったかをまとめた事後調査報告書につ

いては、16件提出されました。
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工場・事業場の新・増設に伴う公害の未然防止

を図るため、昭和47（1972）年7月に三重県公

害事前審査会条例を制定し、公害事前審査を実施

しています。

審査の重点は、①公害防止施設等に関する技術

的検討、②工場等からの排出物質による周辺環境

に及ぼす影響、③法または条例に基づく排出基準

等の適合性についてであり、学識経験者による慎

重な検討が行われます。

平成27（2015）年度までに審査を実施したも

のは、192件です。

図３-４-２ 公害事前審査の手続き

三重県環境基本条例第5条では、事業者の責務

として「事業者は、市町長等と環境の保全に関す

る協定を締結するように努めなければならない。」 

と規定しています。

環境保全協定は、従来の公害防止協定の範囲を

広げ、緑化の推進等の自然環境の保全に関する項

目を含むものであり、環境関係の諸法令等を補完

するものとして、地域の自然的、社会的条件や、

事業活動の実態に即応したきめ細かい指導が可能

であることから、市町等では環境汚染を防止する

ための有効な手段として広く活用されています。

従来の公害防止協定を含む環境保全協定の締結

件数は平成27（2015）年度末で1,316件となっ

ています。

本県における公害健康被害者の発生は、四日市

市塩浜地区の石油化学コンビナー卜が本格的に操

業をはじめた昭和35（1960）年頃からみられる

ようになり、付近の住民の間に気管支ぜん息をは

じめとする呼吸器系疾患（いわゆる「四日市ぜん

息」）が多発し、大きな社会問題となりました。こ

うした事態に対応するため、公害健康被害者を救

済する制度の整備が進められ、昭和40（1965）

年5月には、四日市市単独による公害健康被害者

の医療救済制度（自己負担分を市が負担）が全国に

先駆けて発足しました。

国においても、昭和44（1969）年12月に、公

害に係る健康被害の救済に関する特別措置法が制

定され、公害健康被害者として認定された方に対

する医療費、医療手当および介護手当の支給が行

われるようになり、昭和49（1974）年9月には、

公害健康被害補償法が施行され、医療費等に加え

障害補償費や遺族補償費など財産的損失に対する

補償の給付も行われるようになりました。

これらの法制度において、本県では、四日市市 

の臨海部から中心部にかけての市街地と旧楠町全

域が指定地域として定められ、同地域に一定期間

以上居住または通勤して健康に被害を受けた方が

公害健康被害者として認定されました。 

その後、大気環境の改善の状況をふまえ、昭和

62（1987）年9月に公害健康被害補償法は、公

害健康被害の補償等に関する法律に改正されまし

た。この改正により、昭和63（1988）年3月に

すべての指定地域が解除され、新たな公害健康被

害者の認定は行われなくなりましたが、既に認定
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